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～第 208 通常国会 安保破棄中実委･中央社保協･国民大運動主催 1.26 定例国会行動～ 

 

第 208 通常国会での三者共催による第 1 回目の定例国

会行動は、1 月 26 日、自治労連の小原徹也中央執行委員

による司会のもとでおこなわれ、50 名が参加しました。

新型コロナウイルスの新たな変異株「オミクロン株」の感

染が急拡大しており、東京都でも 2 月 13 日まで、まん延

防止等重点措置が適用されていますが、24 日より 22 年

度予算案の実質審議が始まっています。行動への参加者は、

危機感もなく大軍拡・改憲を急ぐ岸田政権を許さず、憲法をいかし国民のいのちと暮らし最優先の政治への

転換をと、国会に向けてこぶしを高く掲げました。当日は午前中より埼玉デーもとりくまれました。 

 

参院選で改憲勢力を少数に追い込み、いのち守る政治への転換を！ 

 

 

 

憲法をいかし、憲法を実現する政治こそが必要だ！ 

 

 

 

 

主催者を代表して挨拶をおこなった国民大運動の小畑雅子代表世話人（全労連議

長）は、冒頭、オミクロン株流入により最初に沖縄などで感染が急拡大した背景には、

米軍基地だと政府も認めているとし、日米地位協定の抜本的見直しと米軍の入国停止

などを強く求めると主張。自宅療養者が 10 万人超えとされ「政府のコロナ感染防止

対策の遅れが現在の重大な状況を生み出している」と批判。『敵基地攻撃能力』という

軍事対軍事の衝突ではなく平和外交の先頭に立つべきだとし、「参院選で改憲勢力を

少数に追い込み、いのち、暮らし、平和を守る政治への転換に力を合わせよう」とよ

びかけました。 

国会情勢を報告した日本共産党の山添拓参議院議員は、感染者数、濃厚接触者の

急増で社会機能の維持も危ぶまれる状況は、医療・保健所体制の強化支援を求める

声にきちんと向き合ってこなかったからだとし、格差と貧困を深刻にしたことへの

反省もないと指摘。「いのちと暮らし、平和を守るためには、雇用の規制緩和と社会

保障の削減をただし、税の不公正を改める政治が求められている」と強調。「改憲論

議ではなく、憲法をいかし憲法を実現する政治こそ必要であり、そのために参院選

にむけて力を合わせよう」とよびかけました。 

岸田「大軍拡・改憲」政権 反対！軍事費削ってコロナ対策にまわせ！



いま、政治がやるべきことは国民のいのちを守ることだ！ 

 

統計は国の基本、その信頼が失われれば国政を誤ることに。徹底究明を求める！ 

           

 

「軍事費を削ってコロナ対策にまわせ」の世論と運動を強めよう！ 

 

 

 
～ 第 208 通常国会（1/17～6/15） 今後の定例国会行動の予定 ～ 

全日本民医連の久保田直生常駐理事は、民医連がおこなっているコロナ禍を起因と

した困窮事例調査について寄せられた多数の困窮の事例とともに、「経済的に不安定

な非正規雇用の人たちにコロナ禍が追い打ちをかけ貧困に陥っており、さらに困窮が

医療へのアクセスを阻害して重症化や手遅れを招いていることが明らかになってい

る」と報告。「いま政治がやるべきことは国民のいのちを守ることだ」と強調し、そ

のためにも団結して引き続きたたかうと決意を述べました。 

国土交通労組の笛田保之副委員長は、昨年末の報道で明らかになった国土交通省統

計改ざん問題について、調査報告のなかでは報道される前から二重計上を認識してい

たとしており「なぜ意識した段階で公表し見直しをおこなわなかったのか、徹底究明

を求める」とし、「職場実態を顧みず人員削減を強行してきた政府の責任も問われ

る」と指摘。「公務の職場、組織の拡充、職員の増員を求め、そのためにも労働組合

を大きくする」と訴えました。 

行動の最後は、新婦人の藤井住枝中央常任委員によるコールとと

もに「軍事費削減、減税で、国民生活第一の予算をおこなえ！」な

どと、参加者は国会に向けて怒りのこぶしをつよく掲げました。 

◆  12:15～13:00    ◆衆議院第 2 議員会館前     ◆隔週の水曜 

◆ 2 月９日、2 月 24 日(木)、3 月９日、3 月 23 日、4 月６日、4 月 20 日、 

5 月 11 日以降は調整中  今後の状況により、変更がある場合はお知らせします。 

国民大運動の渡辺正道事務局長は、「今国会の最大の役目は、急拡大するオミクロン

株への万全なコロナ対策だが、後手後手の対策で充分に対応できていないのが現実だ」

とし、「いまこそ『軍事費を削ってコロナ対策にまわせ』の世論と運動を強めよう」と

よびかけて行動提起をおこないました。また、労働者、国民に関わる重要な法案として

「こども家庭庁設置法案」、裁判のデジタル化を理由とする「民事訴訟法一部改正案」

をあげ、関係団体との共同を強めていくことも訴えました。 

◆ 2 月 3 日(木)13 時 30 分～ 年金･労働法制署名スタート集会 オンラインのみ 

◆ 2 月 3 日(木)18 時～15 時 自民党改憲を許さないキックオフ院内集会 衆議院第 1 大会議室 

◆ 2 月 4 日(金) 全国中小業者･国会大行動 10 時～財務省･経産省前行動、11 時～衆院第 2 会館 

前、13 時～議員要請、14 時～省庁交渉 全国中小業者団体連絡会 


